２００６年　月　日

労働政策審議会労働条件分科会　委員各位

厚生労働省労働基準局長　　　　　　　殿
労働契約法制及び労働時間法制の審議に係る要請

○○労働組合

委員長　○○　○○
　４月11日に開かれた第54回労働政策審議会労働条件分科会において、「労働契約法及び労働時間法制に係る検討の視点」（以下、「検討の視点」と略述）という文書が提案された。この文書の内容と扱いに関し、労働政策審議会同労働条件分科会の委員各位に、○○労働組合として、下記の要請を行なうものである。

　分科会の経緯をふりかえると、昨年10月におこなわれた第42回、43回労働条件分科会において、労働契約法制と労働時間法制に関する審議を開始するにあたって、「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会」報告（以下、「研究会報告」と略述）を「叩き台」としないことが全委員で確認されている。その上で法制度づくりに踏み込む議論をする前に現場における「労働関係の実態」を審議して問題点を洗い出す作業を行なうとし、それに基づく審議をおよそ8回にわたり行なってきた。論議はきわめて駆け足であり、未消化ではありながら、公労使三者がそれぞれの情報と意見を出し合ってきた。
しかるに第54回分科会でだされた「検討の視点」は、「労働現場の実態」審議でだされてき各委員の意見・実態認識がほとんど反映されていない。それどころか「叩き台」としないことを確認したはずの「研究会報告」をもとに事務局が整理した作文となっている。これは上記に記した審議会運営上の約束に違反する行為である。事務局は至急、8回にわたり行なわれてきた「労働現場の実態」審議をもとに、各課題に関する実態認識の合意点や意見の食い違いなどを論点整理し、それをもとに制度論議を進めるよう、段取りを変更するべきである。

確認事柄にそった誠実な審議会運営が行なわれるよう、軌道修正がなされた上で、過労死まで生まれるほどの長時間労働が存在している実態。不当な解雇をされても原職復帰権が認められず涙を飲んでいる労働者が多数いる実態をふまえ、下記の事項を要請する。

労働契約法制と労働時間法制は、今後の労働者の働き方に甚大な影響をおよぼす重要な課題である。拙速な審議運営を行なわず、労使の意見を出しつくして叡智をしぼりだす努力をはかられることを要請するものである。

記

【要請事項】

１．第54回労働条件分科会で提案された「検討の視点」は取り下げ、「労働関係の実態」でだされた各委員の意見の論点整理をもとにした審議の｢叩き台｣を新しく作成すること。

２．今後の労働時間法制の改革の目標を長時間労働問題の解消と年次有休休暇の取得向上にしぼること。労働時間規制の適用除外の範囲を拡大する「自律的労働時間制度の創設」は検討事項から除くこと。

３．長時間労働の是正とワークライフ・バランス実現のためには、生活の基本である１日毎の実労働時間の適正かつ実効的な規制と休日・休暇の十分な確保を実現する労働時間法等の抜本的強化が必要である、とのスタンスを公労使の共通認識として審議をおこなうこと

４．「解雇の金銭的解決の仕組み」は裁判所を使って、労働者の職場復帰の権利を奪うものであり、検討事項から除くこと。

５．「就業規則の変更の場面」において、少数派組合の団交権と訴権を大きく侵害する「多数者の合意の合理性推定」は除くことと。　
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